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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成24年６月28日に提出した第65期（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  なお、財務諸表の記載内容にかかる訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて修正後のXBRL形式の

データ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

　

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

２　財務諸表等

（１）財務諸表

　②損益計算書　　

　　 注記事項

　　  （損益計算書関係）　
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３【訂正箇所】
訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。　

　

第一部　【企業情報】

第５　【経理の状況】

２　【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

  ②【損益計算書】

（訂正前）

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
　  至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
　  至　平成24年３月31日）

（省略）   

営業外収益   

受取利息 2 4
受取配当金 11  120
特許関連収入 28 39
その他 8 10
営業外収益合計 50 174

営業外費用   

支払利息  150 112
支払保証料 　 5   54
シンジケートローン手数料 　 189 　 －
その他 22 56
営業外費用合計 368 222

経常利益 1,478 1,942

（省略）   

　

（訂正後）

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
　  至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
　  至　平成24年３月31日）

（省略）　   

営業外収益   

受取利息 2 4
受取配当金 11 ※6 120
特許関連収入 28 39
その他 8 10
営業外収益合計 50 174

営業外費用   

支払利息  150 112
支払保証料 　 5   54
シンジケートローン手数料 　 189 　 －
その他 22 56
営業外費用合計 368 222

経常利益 1,478 1,942

（省略）   
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　　 【注記事項】

　　　 （損益計算書関係）　

（訂正前）

第64期
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

第65期
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１　※１　

　　　完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、23百

万円であります。

１　※１　

　　　完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、20百

万円であります。

２　※２　

　　　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は350百万円で

あります。

２　※２　

　　　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は338百万円で

あります。

３　※３　

　　　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

３　※３　

　　　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

建物・土地 0百万円

機械装置　 3

計 3

建物・土地 89百万円

機械装置　 0

計 90

４　※４

　　　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

４　※４

　　　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 1百万円

機械装置　 3

その他 0

計 4

建物 4百万円

構築物　 1

機械装置 0

計 6

────── ５　※５　　減損損失

　　　当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。　

　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

用途 種類　 場所　 金額

遊休資産　 機械装置　 埼玉県久喜市他 6百万円

遊休資産 電話加入権　東京都中央区他 26

　 　計 　 32

　

　（グルーピングの方法）

　　　事業用資産は、原則として最小利益単位である部・支店

毎にグルーピングし、共用資産については、事業全体を

グルーピングの単位としております。また、売却予定資

産及び遊休資産については、個々の物件単位でグルー

ピングしております。

　（経緯）

　　　遊休資産となっている機械装置及び休止預りとなって

いる電話加入権について、今後の利用見込みを検討し

た結果、その可能性が乏しいことから、減損損失を認識

しました。

　（回収可能価額の算定方法）

　　　機械装置及び電話加入権については、転用もしくは売却

が困難であることから、備忘価格まで減額しておりま

す。
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（訂正後）　

第64期
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

第65期
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１　※１　

　　　完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、23百

万円であります。

１　※１　

　　　完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、20百

万円であります。

２　※２　

　　　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は350百万円で

あります。

２　※２　

　　　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は338百万円で

あります。

３　※３　

　　　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

３　※３　

　　　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

建物・土地 0百万円

機械装置　 3

計 3

建物・土地 89百万円

機械装置　 0

計 90

４　※４

　　　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

４　※４

　　　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 1百万円

機械装置　 3

その他 0

計 4

建物 4百万円

構築物　 1

機械装置 0

計 6

────── ５　※５　　減損損失

　　　当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。　

　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

用途 種類　 場所　 金額

遊休資産　 機械装置　 埼玉県久喜市他 6百万円

遊休資産 電話加入権　東京都中央区他 26

　 　計 　 32

　

　（グルーピングの方法）

　　　事業用資産は、原則として最小利益単位である部・支店

毎にグルーピングし、共用資産については、事業全体を

グルーピングの単位としております。また、売却予定資

産及び遊休資産については、個々の物件単位でグルー

ピングしております。

　（経緯）

　　　遊休資産となっている機械装置及び休止預りとなって

いる電話加入権について、今後の利用見込みを検討し

た結果、その可能性が乏しいことから、減損損失を認識

しました。

　（回収可能価額の算定方法）

　　　機械装置及び電話加入権については、転用もしくは売却

が困難であることから、備忘価格まで減額しておりま

す。

────── ６　※６

　　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれており

ます。　

　 　 受取配当金 110百万円
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